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当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）

の継続及び有効期限並びに

金融商品取引法の施行及び株券電子化に伴う修正に関するお知らせ

当社は、平成１８年６月２９日開催の第５９回定時株主総会においてご承認を頂

きました、当社株式に対する濫用的な買付（買収）等を未然に防止するための「フ

クダ電子株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）基本方針」（以下「本

プラン」といいます。）について、本日開催の第６２回定時株主総会終了後に開催

された取締役会において検討を行い、下記のとおり、金融商品取引法の施行及び株

券電子化に伴う所要の修正を行うとともに、本プラン「５．本プランの適用開始と

有効期限」に記載の内容を変更し、「本プラン」を継続することを決定いたしまし

た。

なお、本プラン継続当初における企業価値評価特別委員会委員の氏名及び経歴は、

別紙のとおりであります。

記

（下線部は変更部分を示す。）

修正前 修正後

2．大規模買付行為の定義

注１：特定株主グループとは

（ⅰ）当社の株券等（証券取引法第27条

の23第1項に規定する株券等をい

います。）の保有者（同法第27条

の23第1項に規定する保有者をい

い、同条第3項に基づき保有者に

含まれる者を含みます。以下同じ

とします。）及びその共同保有者

（同法第27条の23第5項に規定す

2．大規模買付行為の定義

注１：特定株主グループとは

（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第

27条の23第1項に規定する株券等

をいいます。）の保有者（同法第

27条の23第1項に規定する保有者

をいい、同条第3項に基づき保有

者に含まれる者を含みます。以下

同じとします。）及びその共同保

有者（同法第27条の23第5項に規



る共同保有者をいい、同条第6項

に基づき共同保有者とみなされ

る者を含みます。以下同じとしま

す。）又は、

（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の2第1

項に規定する株券等をいいま

す。）の買付け等(同法第27条の2

第1項に規定する買付け等をい

い、取引所有価証券市場において

行われるものを含みます。)を行

う者及びその特別関係者（同法第

27条の2第7項に規定する特別関

係者をいいます。以下同じとしま

す。）をいいます。

注２：議決権割合とは

（ⅰ）特定株主グループが注１の（ⅰ）

記載の場合は、当該保有者の株券

等保有割合（同法第27条の23第4

項に規定する株券等保有割合を

いいます。この場合においては、

当該保有者の共同保有者の保有

株券等の数（同条項に規定する保

有株券等の数をいいます。）も加

算するものとします。以下同じと

します。） 又は、

（ⅱ）特定株主グループが注１の（ⅱ）

記載の場合は、当該大量買付者及

び当該特別関係者の株券等所有

割合（同法第27条の2第8項に規定

する株券等所有割合をいいます。

以下同じとします。）の合計をい

います。株券等保有割合又は株券

等所有割合の算出に当たっては、

総議決権（同法第27条の2第8項に

規定するものをいいます。）及び

発行済株式の総数（同法第27条の

23第4項に規定するものをいいま

す。）は、自己株券買付状況報告

書、有価証券報告書、半期報告書

等のうち直近に提出されたもの

を参照することができるものと

します｡

定する共同保有者をいい、同条第

6項に基づき共同保有者とみなさ

れる者を含みます。以下同じとし

ます｡）又は、

（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の2第1

項に規定する株券等をいいま

す。）の買付け等(同法第27条の2

第1項に規定する買付け等をい

い、取引所有価証券市場において

行われるものを含みます。)を行

う者及びその特別関係者（同法第

27条の2第7項に規定する特別関

係者をいいます。以下同じとしま

す。）をいいます。

注２：議決権割合とは

（ⅰ）特定株主グループが注１の（ⅰ）

記載の場合は、当該保有者の株券

等保有割合（同法第27条の23第4

項に規定する株券等保有割合を

いいます。この場合においては、

当該保有者の共同保有者の保有

株券等の数（同条項に規定する保

有株券等の数をいいます。）も加

算するものとします。以下同じと

します。） 又は、

（ⅱ）特定株主グループが注１の（ⅱ）

記載の場合は、当該大量買付者及

び当該特別関係者の株券等所有

割合（同法第27条の2第8項に規定

する株券等所有割合をいいます。

以下同じとします。）の合計をい

います。株券等保有割合又は株券

等所有割合の算出に当たっては、

総議決権（同法第27条の2第8項に

規定するものをいいます。）及び

発行済株式の総数（同法第27条の

23第4項に規定するものをいいま

す。）は、自己株券買付状況報告

書、有価証券報告書、四半期報告

書等のうち直近に提出されたも

のを参照することができるもの

とします｡



5．本プランの適用開始と有効期限

本プランは、平成20年6月26日に開催され

た当社取締役会の決議をもって同日より発

効することとし、平成21年に開催される当

社定時株主総会後に最初に開催される取締

役会の終了時点迄有効であるものとしま

す。

5．本プランの適用開始と有効期限

本プランは、平成 21 年 6 月 26 日に開催

された当社取締役会の決議をもって同日

より発効することとし、平成 22 年に開催

される当社定時株主総会後に最初に開催

される取締役会の終了時点迄有効である

ものとします。

7．本新株予約権の発行に伴って株主の皆様

に必要となる手続

①名義書換の手続

当社取締役会が本プランの発動を決

定し、株主割当による新株予約権の発

行決議を行った場合、当社取締役会で

割当期日を定め、これを公告します。

割当期日における最終の株主名簿又

は実質株主名簿に記載又は記録された

株主の皆様に対し、その所有株式に応

じて新株予約権の引受権が付与されま

すので、株主の皆様は、公告された割

当期日までに名義書換の手続を行って

いただく必要があります（なお、証券

保管振替機構への預託を行っている株

券につきましては、名義書換の手続は

不要です。）。

②本新株予約権の申込の手続

当社は、割当期日における最終の株

主名簿又は実質株主名簿に記載又は記

録された株主の皆様に対して、新株予

約権の引受権付与の通知及び新株予約

権の申込証を送付いたしますので、株

主の皆様は、当社取締役会が別途定め

る申込期間内に申込証に必要事項を記

載・捺印のうえ、申込取扱場所に提出

することにより、新株予約権の申込の

手続を行なっていただく必要がありま

す。当該申込期間内に申込が行なわれ

ない場合、新株予約権引受権は失効し

てしまいますのでご注意ください。

但し、会社法第277条に定める新株予

約権無償割当の方法により株主の皆様

に新株予約権が割り当てられる場合に

は、上記の新株予約権の申込の手続は

7．本新株予約権の発行に伴って株主の皆

様に必要となる手続

①株主名簿への記録の手続

当社取締役会が本プランの発動を

決定し、株主割当による新株予約権

の発行決議を行った場合、当社取締

役会で割当期日を定め、これを公告

します。

割当期日における最終の株主名簿

に記録された株主の皆様に対し、そ

の所有株式に応じて新株予約権の引

受権が付与されますので、株主の皆

様は、公告された割当期日までに株

主名簿に記録される必要がありま

す。

②本新株予約権の申込の手続

当社は、割当期日における最終の

株主名簿に記録された株主の皆様に

対して、新株予約権の引受権付与の

通知及び新株予約権の申込証を送付

いたしますので、株主の皆様は、当

社取締役会が別途定める申込期間内

に申込証に必要事項を記載・捺印の

うえ、申込取扱場所に提出すること

により、新株予約権の申込の手続を

行なっていただく必要があります。

当該申込期間内に申込が行なわれな

い場合、新株予約権引受権は失効し

てしまいますのでご注意ください。

但し、会社法第277条に定める新株

予約権無償割当の方法により株主の

皆様に新株予約権が割り当てられる

場合には、上記の新株予約権の申込



不要となり、割当期日における最終の

株主名簿又は実質株主名簿に記載又は

記録された株主の皆様は、当該新株予

約権無償割当の効力発生日において、

当然に新株予約権者となります。

③本新株予約権の行使の手続

当社は、申込期間内に新株予約権の

申込を行った株主の皆様（会社法第277

条に定める新株予約権無償割当の方法

により新株予約権が株主の皆様に割り

当てられる場合には、割当期日におけ

る最終の株主名簿又は実質株主名簿に

記載又は記録された株主の皆様）に対

し、新株予約権の行使請求書（株主ご

自身が大規模買付者ではないこと等の

誓約文言を含む当社所定の書式による

ものとします。）、その他新株予約権

の権利行使に必要な書類を送付いたし

ますので、株主の皆様は、権利行使期

間内にこれらの必要書類を提出したう

え、当社取締役会が定める額を払込取

扱場所に払い込むことにより、１個の

新株予約権につき、当社取締役会が定

める数の当社普通株式が発行されるこ

ととなります。

の手続は不要となり、割当期日にお

ける最終の株主名簿に記録された株

主の皆様は、当該新株予約権無償割

当の効力発生日において、当然に新

株予約権者となります。

③本新株予約権の行使の手続

当社は、申込期間内に新株予約権

の申込を行った株主の皆様（会社法

第 277 条に定める新株予約権無償割

当の方法により新株予約権が株主の

皆様に割り当てられる場合には、割

当期日における最終の株主名簿に記

録された株主の皆様）に対し、新株

予約権の行使請求書（株主ご自身が

大規模買付者ではないこと等の誓約

文言を含む当社所定の書式によるも

のとします。）、その他新株予約権

の権利行使に必要な書類を送付いた

しますので、株主の皆様は、権利行

使期間内にこれらの必要書類を提出

したうえ、当社取締役会が定める額

を払込取扱場所に払い込むことによ

り、１個の新株予約権につき、当社

取締役会が定める数の当社普通株式

が発行されることとなります。

別紙-1 本新株予約権の概要

(2) 募集方法

割当期日における最終の株主名簿又

は実質株主名簿に記載又は記録され

た株主に対し、その保有株式（但し、

同時点において当社の有する当社普

通株式の数を除く。）1 株につき新

株予約権 1 個の割合で、新株予約権

を割り当てる。但し、新株予約権無

償割当の方法を用いる場合がある。

別紙-1 本新株予約権の概要

(2) 募集方法

割当期日における最終の株主名簿

に記録された株主に対し、その保有

株式（但し、同時点において当社の

有する当社普通株式の数を除く。）1

株につき新株予約権 1個の割合で、

新株予約権を割り当てる。但し、新

株予約権無償割当の方法を用いる

場合がある。



(5)新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額

新株予約権の行使に際して払込みを

なすべき額は、新株予約権の行使に

際して払込みをなすべき当社普通株

式 1 株当たりの額（以下「行使価額」

という。）に対象株式数を乗じた価額

とする。行使価額は 1 円以上で、当

社取締役会が定める額とする。但し、

当社取締役会は、新株予約権の発行

決議の際、行使が可能となっている

新株予約権を当社の株券等と引換え

に当社が取得することのできる取得

条項を付すことができるものとす

る。

(5) 新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額

新株予約権の行使に際して払込み

をなすべき額は、新株予約権の行

使に際して払込みをなすべき当社

普通株式 1 株当たりの額（以下「行

使価額」という。）に対象株式数を

乗じた価額とする。行使価額は 1

円以上で、当社取締役会が定める

額とする。但し、当社取締役会は、

新株予約権の発行決議の際、行使

が可能となっている新株予約権を

当社の株式等と引換えに当社が取

得することのできる取得条項を付

すことができるものとする。

なお、現行の本プランの内容につきましては、以下をご参照ください。

○平成 18 年 5 月 31 日付 プレスリリース

当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入について

○平成 19 年 6 月 28 日付 プレスリリース

当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の適用継続と有

効期限に関するお知らせ

○平成 20 年 6 月 26 日付 プレスリリース

当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の適用継続と有

効期限に関するお知らせ

※当社ホームページ： http://www.fukuda.co.jp/

以 上、



別 紙

企業価値評価特別委員会委員の氏名及び略歴

【氏名】伊澤 辰雄

【略歴】昭和 15 年 10 月生まれ

昭和 38 年 ４月 株式会社東京都民銀行入行

平成 ６年 ６月 同行常務取締役

平成 ８年 ６月 同行専務取締役

平成 ９年 ６月 とみんファクター株式会社代表取締役社長

平成 11 年 ６月 とみんビジネスサービス株式会社代表取締役社長

平成 12 年 12 月 東京商銀信用組合金融整理管財人

平成 14 年 ６月 株式会社アイ・アンド・イー代表取締役会長

平成 16 年 ６月 当社社外監査役（現職）

【氏名】後藤 啓二

【略歴】昭和 34 年 7 月生まれ

昭和 57 年 ４月 警察庁入庁

平成 ４年 ６月 内閣法制局

平成 13 年 ４月 大阪府警察本部（生活安全部長）

平成 15 年 １月 愛知県警察本部（警務部長）

平成 16 年 ８月 内閣官房（安全保障・危機管理担当）（内閣参事官）

平成 17 年 ８月 西村ときわ法律事務所・第一東京弁護士会弁護士

平成 19 年 ６月 当社社外監査役（現職）

平成 20 年 ７月 後藤コンプライアンス法律事務所設立

兵庫弁護士会登録（現職）

【氏名】中原 健夫

【略歴】昭和 45 年 8 月生まれ

平成 10 年 ４月 司法修習終了、弁護士登録（第一東京弁護士会）

原田・尾崎・服部法律事務所

平成 14 年 ４月 アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）

平成 17 年 ９月 あさひ・狛法律事務所

平成 19 年 ３月 のぞみ総合法律事務所

平成 20 年 ５月 ほくと総合法律事務所（現職）


